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3.  前年度実績による中間申告・納付を行っている法人においては、送られてきた納付書

によって、自身が中間申告の必要がある旨を認識し、期限内申告及び納付を行っている

実態がある。中間申告の納付書の事前送付を取りやめることにより、これらの法人が納

付を失念し、無用な滞納や延滞税が発生する事態が想定され、このことは納税者サービ

スの低下でしかない。 

4.  事前送付を行わないこととなる対象者のうち、「e-Tax で「予定納税額の通知書」の

通知を希望された個人の方」とあるが、令和６年４月１日以降、予定納税額の通知につ

いては税理士が代理受領することが可能となる予定である。よって、納税者本人がキャ

ッシュレス納付に対応可能であるとは判断できないし、そもそもキャッシュレス納付

を希望しているとも限らない。 

5.  e-Tax を利用せず納付書を必要とする者および源泉所得税の徴収高計算書について

は、「引き続き、納付書を送付する予定」とあるが、予定ではなく今後も必ず送付する

ことこそが、納税者の利便性に資する税務行政サービスである。 

6.  例えば、地方税では、インターネット上で納付書のひな型をダウンロードすることが

可能であるが、国税庁ではそのようなサービスを実施していない。よって、納付書の事

前送付を取りやめた場合において、個々の状況に応じて納付書が必要となった納税者

は、納付書を取得するための労力を費やすことになり、非効率である。 

7.  税理士法（以下、「法」という。）第１条では、「納税義務の適正な実現を図ること」

が税理士の使命として定められており、税理士の業務を規定する法第２条においては、

納税行為そのものは含まれていない。また、令和４年法改正において新設された法第２

条の３（税理士の業務における電磁的方法の利用等を通じた納税義務者の利便の向上

等）についても、個々の納税者の納税手続上の利便の向上についてまで税理士が努力す

ることは想定されていない。収受日付印の押なつの見直しについても言えることであ

るが、国税庁の税務行政ＤＸは他力本願及び自己都合の要素が強く、納税者への配慮に

欠けており、到底受け入れられるものではない。 

 

以上 


